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（１）漁獲等報告の収集について

① 当初配分が少ないため、リアルタイムで漁獲量を把握する必要があるが、毎日管理するのは漁協

職員の大きな負担となるため、負担とならない管理をお願いしたい。

② 漁協職員が減少する中で、デジタル化が完了する前にTAC報告の事務が増えることは大変な負担

となる。どのように管理しようとしているのか。

③ 漁獲報告を紙ベースで扱っている漁協も考慮すべき。

④ 期中の追加配分は水産政策審議会に諮るとのことだが、頻繁に追加する作業が発生すると現場が

パンクすることを危惧するので、対応策を検討すべき。

（２）資源評価について

① 過去の資源量指標値と漁獲圧の関係性が分かるよう説明してほしい。

② 本資源の分布域に漁獲量が急増している根室の前浜が含まれるが、沖底は操業していない海域で

あるため、沖底CPUEには根室の前浜は含まれないことを明示すべき。

③ 北海道太平洋は２つのモデルがあるが研究者として現状ではどれが正しいと判断するのか。漁業

者はどのモデルを見れば良いのか分からず不信感が強い。

④ ２系ルールによる資源評価は、調査海域や対象漁法も網羅されておらず、生息海域の曖昧さやモ

デル毎の資源量の差も大きく不信感がある。

⑤ マダラとその他魚種の関係性を明らかにすることは困難とのことだが、マダラが何を捕食しているの

か、海域や海流などを調べ、長期的な調査を行い関係者に説明すべき。

⑥ 低い資源水準となった場合、どのような漁獲管理規則となるのかを示し、その漁獲管理規則が受け

入れられるのか関係者の意見を聴くべき。

１．第１回SH会合での指摘事項（１／２）
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（３）資源管理について

① １系ルールによる資源評価ができるようになってから数量管理した方がいい。不確実性が高い２系

ルールによる資源評価に基づき数量管理を始めることは理解し難い。

② 水産庁としては資源管理を押し付けていないとのことだが、ほとんどの漁業者は押し付けられてい

ると感じている。資源管理の必要性は水産庁と漁業者で一致しているので、今後の進め方としては、

なるべく浜との距離感が出ないように進めるべき。

③ ロシアとの漁業協力も厳しい中で、精度の悪い資源評価に基づいて規制をかけるということは浜と

して納得できない。根室管内でも、羅臼ではスケトウダラは跨り資源だが、スケトウダラとマダラで魚

種が違うだけで片方は跨りで区分するというのは納得できない。

④ 数量管理を急いでやろうとしているのは、ロシアがＴＡＣ管理を始めたことで、日本もそれについてい

かなければいけないという意識が働いているのではないか。

⑤ 配分方法について、期中の追加配分を前提にした管理方法では、どの数値を目標に管理に取り組

めばよいのかが曖昧である。

⑥ 配分案について、当初配分が少なく大量の漁獲が続いた場合に国の留保枠からの追加配分が間

に合うのか不安である。

⑦ 配分方法について、道知事による一括管理を検討すべき。

⑧ 期中の追加配分は水産政策審議会に諮るとのことだが、頻繁に追加する作業が発生すると現場が

パンクすることを危惧するので、対応策を検討すべき。 【再掲】

⑨ 混獲対策を推進する必要があり、期中の追加配分は事後的な対策であるため、新たな漁具や漁法

の開発など混獲対策を進めるべき。

１．第１回SH会合での指摘事項（2/2）
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２．意見や論点に関する対応の方向

（１）漁獲等報告の収集について

● 漁獲の進捗に応じて、過去10年間の漁獲実績を考慮して、２カ月程度の余裕を持って追加配分
を行うことを予定しており、漁獲報告が配分数量に近づき短時日で漁獲量を把握する必要が生
じる可能性は低いと考えています。また、ステップアップの中で試行を行い、当該方法の問題点
を把握し、必要な改善を行うこととしております。

● 本資源が漁獲される地域では、漁協等の販売システムから漁獲報告システムに電子的に水揚
げデータの送付が可能となっており、ＴＡＣ報告の大幅な負担軽減が図られます。また、事務負
担軽減に向け、都道府県や団体等の声を踏まえ、国のシステムの更なる改善に取り組みます。

● 国の留保から各管理区分への追加配分については、配分ルールについて事前に承認を得て
おくことで水政審には事後報告とすることを想定しています。一方、TACの追加については、水
政審への諮問答申が必要ですが、残漁期の過去の漁獲量を考慮して追加数量を決定すること
により多数回の諮問答申の手続きが生じにくい運用を考えています。この点についても、ステッ
プアップの中で試行を行うことで当該方法の問題点を把握し、必要な改善を行うこととしており
ます。

① 当初配分が少ないため、リアルタイムで漁獲量を把握する必要があるが、毎日管理するのは漁協

職員の大きな負担となるため、負担とならない管理をお願いしたい。

② 漁協職員が減少する中で、デジタル化が完了する前にTAC報告の事務が増えることは大変な負担

となる。どのように管理しようとしているのか。

③ 漁獲報告を紙ベースで扱っている漁協も考慮すべき。

④ 期中の追加配分は水産政策審議会に諮るとのことだが、頻繁に追加する作業が発生すると現場が

パンクすることを危惧するので、対応策を検討すべき。
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（参考１）電子的な情報収集体制構築の取組
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２．意見や論点に関する対応の方向

（２）資源評価について（１／４）
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① 過去の資源量指標値と漁獲圧の関係性が分かるように説明してほしい。

③ 北海道太平洋は２つのモデルがあるが研究者として現状ではどれが正しいと判断するのか。

漁業者はどのモデルを見れば良いのか分からず不信感が強い。

● 過去の資源量指標値と漁獲圧の年変化をみると、その相対値は資源評価に採用した２つ

のモデル間で概ね一致しています。資源量指標値では、主に2000年代半ば以降増加傾向

が続いていますが、この間の漁獲圧は緩やかに低下傾向で、その後も低い傾向が続いて

おり、その結果、2000年代半ば以降の漁獲量の増加につながっているものと考えられます。

● 現時点では、資源量指標値と漁獲圧の相対的な推移は２つのモデル間で概ね一致してお

り、資源の動きを正しく推定できていると判断しています。ただし、２つのモデルでMSY水準

の位置関係にはやや違いが出ていることや、資源量の推定値がかなり大きな値となってい

ることから、現状ではMSY水準の推定値を用いた１系資源のルールを用いるのは難しいと

考えています。（次項の図参照）
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２．意見や論点に関する対応の方向

（２）資源評価について（２／４）
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② 本資源の分布域に漁獲量が急増している根室の前浜が含まれるが、沖底は操業していない

海域であるため、沖底CPUEには根室の前浜は含まれないことを明示すべき。

● ご指摘を受け、漁区ごとのCPUEを調べたところ、根室の前浜（根室半島の太平洋側）にお

いては、近年は沖底が操業していないことを確認いたしました。なお、2021年および2022年

の漁獲量の急増は主に沿岸漁業によるものですが、この急増は根室周辺だけでなく、釧路

周辺や、襟裳岬を越えた日高周辺でも確認されています。



（参考１）振興局別及び陸奥湾の漁獲量の推移について
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２．意見や論点に関する対応の方向

（２）資源評価について（３／４）

④ ２系ルールによる資源評価は、調査海域や対象漁法も網羅されておらず、生息海域の曖昧さや

モデル毎の資源量の差も大きく不信感がある。

⑤ マダラとその他魚種の関係性を明らかにすることは困難とのことだが、マダラが何を捕食している

のか、海域や海流などを調べ、長期的な調査を行い関係者に説明すべき。

● 漁獲量については沿岸漁業と沖底ともに利用している一方、CPUEについては現時点では沖底

のみの利用となっています。その沖底CPUEについても、根室前浜の例のように、操業していな

い海域の情報は含まれておりません。一方でマダラのみならず魚はある程度は移動することか

ら、根室前浜から釧路沖に移動したマダラの資源状態は釧路沖のCPUEに反映されますし、さ

らに広尾沖に移動すれば広尾沖のCPUEにも反映されます。このように、資源評価では、魚が

分布域の中である程度移動することを前提に、分布域全体として評価しているものとして、ご理

解いただければと思います。

● モデル毎の資源量の差が大きいことについてはご指摘の通りであり、現時点では資源量指標

値や漁獲圧の絶対値ではなく相対値の平均値を、２系ルールによる評価に資する情報として

示すことができていると考えています。

● マダラとその他魚種の関係性、すなわち種間関係の解明は、多大な時間を要する作業となりま

す。現在、調査船調査で得られたマダラについて、何を捕食しているのかについて知見の蓄積

を進めているところです。今後とも継続して調査を進めてまいります。
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２．意見や論点に関する対応の方向

（２）資源評価について（４／４）

⑥ 低い資源水準となった場合、どのような漁獲管理規則となるのかを示し、その漁獲管理規則が

受け入れられるのか関係者の意見を聴くべき。

● ２系の漁獲管理規則では、資源水準が限界水準である56%になるとベースの漁獲量にかける

係数は0.897（約10%減）となります。さらに低い資源水準となった場合、ベースの漁獲量にかけ

る係数がどのようになるのかについて、表を作成してお示しいたします。

ベースの漁獲量にかける係数資源量⽔準資源量
指標値漁期年

1.09298%2.1132022
1.09298%2.0992021
1.06192%1.7812020
1.06192%1.7832019
1.05491%1.7362018
1.03487%1.6202017
1.04489%1.6782016
1.03487%1.622015
1.03888%1.6442014
1.04188%1.6572013
1.04889%1.6972012
1.00681%1.4962011
0.94468%1.2692010
0.91262%1.1662009
0.85952%1.0222008
0.84850%1.0002007
0.48020%（例えば）

※ 実際には毎年データが加わるごとに資源量と対応する⽔準値が
再計算される。そのため、⽬標・限界⽔準に対応する各年の資
源量との関係は、あくまでも2023年度現在の⽬安である。
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２．意見や論点に関する対応の方向

（３）資源管理について（１／４）

① １系ルールによる資源評価ができるようになってから数量管理した方がいい。不確実性が高い２系

ルールによる資源評価に基づき数量管理を始めることは理解し難い。

② 水産庁としては資源管理を押し付けていないとのことだが、ほとんどの漁業者は押し付けられてい

ると感じている。資源管理の必要性は水産庁と漁業者で一致しているので、今後の進め方としては、

なるべく浜との距離感が出ないように進めるべき。

● 本資源の資源評価は、資源調査の結果に基づき最新の科学的知見を踏まえるとともに北海道

立総合研究機構などの水産教育・研究機構以外の研究機関にも参画・検討していただいた後、

公表されたもので、現時点のデータによる最善のものであり、資源管理を行うための条件は備え

ていると考えております。

● 数量管理のルールは多くの関係者の利害が絡む中で短時間で合意を得ることは難しく、

いざ管理を行おうとしても即座に管理方法の合意を得ることや、実際の運用に速やかに着手

することには難しい面があります。このため、早い段階で資源管理の枠組みを決め、実際に

管理の運用を始めることが重要であり、本資源が漁業関係者にとって重要な資源であるから

こそ、今ある選択肢の中で資源管理を進めることが必要と考えております。

● 資源管理の必要性は関係者統一の思いである中、関係者が一丸となって資源管理に取り組む

ため、関係者のご理解を得た上で資源管理基本方針を決定する必要があります。このためには、

パブリックコメントだけでは関係者の声を聞くのに十分でないと考え、法律に拠らないステークホ

ルダー会合等を開催しております。また、ステップ１以降も、関係者の声を聞きながら、より良い管

理方法を検討していきたいと考えております。 11



２．意見や論点に関する対応の方向

（３）資源管理について（２／４）

③ ロシアとの漁業協力も厳しい中で、精度の悪い資源評価に基づいて規制をかけるということは浜と

して納得できない。根室管内でも、羅臼ではスケトウダラは跨り資源だが、スケトウダラとマダラで魚種

が違うだけで片方は跨りで区分するというのは納得できない。

④ 数量管理を急いでやろうとしているのは、ロシアがＴＡＣ管理を始めたことで、日本もそれについてい

かなければいけないという意識が働いているのではないか。

● TAC管理は資源評価が行われている系群毎に行うのが基本ですが、現状はマダラ北海道根室

海峡の資源管理の議論は進んでいないのはご指摘のとおりです。

● 本資源が漁業関係者にとって重要な資源であるからこそ、今ある選択肢の中で早い段階で資

源管理の枠組みを決め、実際に管理の運用を始めることが重要であり、国際的な動向にしっか

り対応していく上でも必要であると考えております。
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２．意見や論点に関する対応の方向

（３）資源管理について（３／４）
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⑤ 配分方法について、期中の追加配分を前提にした管理方法では、どの数値を目標に管理に取り

組めばよいのかが曖昧である。

⑥ 配分案について、当初配分が少なく大量の漁獲が続いた場合に国の留保枠からの追加配分が

間に合うのか不安である。

⑦ 配分方法について、道知事による一括管理を検討すべき。

⑧ 期中の追加配分は水産政策審議会に諮るとのことだが、頻繁に追加する作業が発生すると

現場がパンクすることを危惧するので、対応策を検討すべき。 【再掲】

● 個々の漁業者の漁獲可能量については、各管理区分の中でどのように配分されるかによりま

すが、本資源として資源管理の目標とすべき数値は、漁獲シナリオ（案）で示した漁獲可能量で

あり、令和６管理年度の例では２３，７００トンになります。

各管理区分への配分は、ステップ２で道県及び団体に目安数量をお示しする予定です。

● 国の留保枠からの追加配分や期中の国の留保枠への追加に対するご懸念については、

ＴＡＣ管理のステップアップにおいて配分案（参考３－１）を試行し、課題が見つかれば改善して

いくことが可能です。

ステップ１の段階では、TAC報告の義務化、TAC報告状況の確認・情報収集体制の確立、魚種

毎の課題に対する取組の実施を行うこととしており、この間は国の一括管理となり配分は行いま

せんが、その間も行政側で配分案を試行することが可能であるため、ステップ２に入り道県等へ

の配分の試行（目安数量の提示）を待たずして取り組んでまいります。また、ステップ２に入り道県

等への配分を試行する段階でも課題があれば対応策を検討してまいります。

また、仮に知事一括管理とした場合のイメージを15ページの（参考３－２）に図示しております。



（参考３－１）TACの配分方法（案）

• 期中の追加TACの配分ルールが必要。
• 仮に⽚⽅の配分に余裕がある場合、TACの追加の
前に融通が必要。

• シェアを増やすための獲りあいが起こる。
• 追加配分のための留保枠を設ける必要。

従来の配分 配分試案
令和６年度 マダラＴＡＣ
２３，７００トン

８，２００トン

１３，８００トン

期中に１万トン
追加

期中に追加

• １ ＴＡＣ数量の設定︓
(1)当初配分
ＴＡＣの１／２を各管理区分に配分（過去３年間の平均シェア割
り）、残余は留保に。
(2)追加配分
翌⽉の漁獲量を過去10年間の最⼤値と仮定した際に不⾜する量を
留保から追加配分する。

• ２ ＴＡＣ数量の追加
留保がＴＡＣの１０％を割り込むと想定された場合、残漁期
の漁獲量推定を上記２の仮定と同様の⼿法で計算し、その量を
ＴＡＣ数量に追加し、留保枠を拡⼤する。

漁
獲
実
績
の
比
率
に
よ
る
当
初
配
分

令和６年度 マダラＴＡＣ
２３，７００トン

大臣管理区分

８，２００トン

⼤⾂許可漁業

北海道知事

１３，８００トン

知事許可漁業

留保枠

１万トン

追
加
配
分

大臣管理区分

⼤⾂許可漁業

北海道知事

知事許可漁業

留保枠

４，１００トン

６，９００トン

青森県知事
知事許可漁業

現行
水準

１１，０００トン

 当初配分は、漁獲状況に応じた留保からの追加を前提とした配分とし、予め決めた算式
に従って、各管理区分（大臣管理区分、知事管理区分）へ留保枠から追加配分する。

 留保枠が不足する場合には、ＴＡＣ数量の追加を行い留保枠を拡大する。
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青森県知事
知事許可漁業

現行
水準

追加配分

追
加
配
分

追加配分



（参考３－２）TACの配分方法（案） ※知事一括管理の場合のイメージ

従来の配分 配分試案
令和６年度 マダラＴＡＣ
２３，７００トン

• １ ＴＡＣ数量の設定︓
各管理区分に全量を配分（過去３年間の平均シェア割り）

• ２ ＴＡＣ数量の追加
漁獲量の推移を⾒つつ、ＴＡＣ数量に追加し、各管理
区分へ追加配分する。

令和６年度 マダラＴＡＣ
２３，７００トン

 当初配分は、北海道分（沿岸、沖底）は全量を北海道知事に配分、青森県は現行水準を
配分。

 不足する場合には、ＴＡＣ数量の追加を行い追加配分する。
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２２，０００トン

期中に追加

北海道知事

⼤⾂許可漁業
＋

知事許可漁業

現行
水準 青森県知事

• 期中の追加TACの配分ルールが必要。
• 仮に⽚⽅の配分に余裕がある場合、TACの追加の
前に融通が必要。

• シェアを増やすための獲りあいが起こる。
• 追加配分のための留保枠を設ける必要。

８，２００トン

１３，８００トン

期中に１万トン
追加

漁
獲
実
績
の
比
率
に
よ
る
当
初
配
分

大臣管理区分

８，２００トン

⼤⾂許可漁業

北海道知事

１３，８００トン

知事許可漁業

留保枠

１万トン

追
加
配
分

青森県知事
知事許可漁業

現行
水準

追加配分

一括配分

知事許可漁業



２．意見や論点に関する対応の方向

（３）資源管理について(４／４)
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⑨ 混獲対策を推進する必要があり、期中の追加配分は事後的な対策であるため、新たな漁具や

漁法の開発など混獲対策を進めるべき。

● 今後、時期や漁法、漁場による混獲状況の違いなどの具体的なデータも踏まえ、混獲の程度

が低くなる方法がないか、操業の工夫について一緒に考えてまいります。



マダラ北海道太平洋の今後の進め方

ステップ１以降での確認・検討事項
ステークホルダー会合

での確認項目
項目

資源評価
①

管理方法
②

ＴＡＣ報告③

漁獲管理規則

資源評価精度向上の取組

資源評価を行い結果を公表（毎年）

・漁獲シナリオ
・管理の対象範囲
・管理期間

予期せぬ加入量の変動等
による漁獲可能量の追加

配分案の検討

漁獲シナリオ、管理の対象範囲、管理期間を試行し、
必要に応じて見直す

予期せぬ加入量の変動等による漁獲可能量の追加
に係る事務手続きを行政で試行、必要に応じ見直し

ステップ１、２の間に配分方法を決定

引き続き、現場の負担感を軽減するデジタル化の進展
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・継続した資源・生態調査の実施

・目標管理基準値等を検証し、必要に応じて見直し・資源管理基本方針の策定

・資源管理基本方針の策定

・資源管理基本方針の策定

・資源管理基本方針に定めた漁獲シナリオ、管理の対象
範囲、管理期間をステップ１、２の期間に試行・検証の上、
課題を把握し、必要に応じて資源管理基本方針を見直す

・漁獲可能量追加のための水政審への諮問答申を試行し、
問題点を把握し、必要な改善を行う

・国一括管理であるステップ１、２の間に配分方法を試行・
検証し、配分方法を決定する

・漁獲情報のワンスオンリーに向けたデータ利活用や収集体制を検討、体制構築の推進


